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展」とよんで，その性格を巧みについている。なお，杉谷滋〔39〕283－2鋸ページも参   
照。  
－ 34 －   
基本的ニーズ戦略の意義と展望（Ⅰ）197   
いやむしろ，貧困な階層は経清成長からとり残されるという悲劇。工業開発  
を外国資本に依存したために，国民経済の正常な発展と，経済政策の自律性  
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おくという努力である。最近「基本的ニ【ズ掛軋 とよばれる一連の考え方  




つの「不公正是正型発展モデル」として，対比的に把えたい。   
しかし，現実には，新国際経済秩序（NIEO）をめぐる論争，論文が移し  
いほど濫乱しているのに対して，基本的ニーズ戦略に関する研究は、，極めて  
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した「世界雇用会議World Employment Conference」に提出された報告  
書′′E〝lp擁me姉Gro－〟れα乃dβαβよc〃ee血ニA O乃e－ぴ0γJd Pγ0ムJem〝，  
1976〔2〕が，はじめてである。   
「基本的ニーズBasic Needs」という用語は，この報告書の2ケ所で定  









ふくまれる。   
また，同報告書の第2章，32～33ページには，次のような基本的ニーズの  
定式化がある。   
＼   
この報告書が理解する基本的ニーズには，2つの要素がある。   
第1に，基本的ニーズは，、一家族が個人消費に必要を最低限度のものを   
指す。十分な食糧，住居，衣類はもちろん，一定の設備・家具が，これに   
含まれる。   
第2に，基本的ニーズは，安全な飲料水，衛生設備，公共輸送，教育設   
備など，社会（community）により，社会のために提供される基礎的なサ   
ービスを指す。  
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的歴史的背景が存在するからである。   
従って，「基本的ニーズ」とは，本来，狭義に（上記の例では，第1，第2  
の概念として）限定して理解されるべきである。それを充足するだけでも，  
実は今後，人類は多大の努力をつぎこまなければをらをいであろう。   
基本的ニーズの概念規定を終るにあたって，代表的な幾つかのニーズに関  
して，地域別のニーズ充足度を一瞥しておきたい。第1表がそれである。   
表の上段にあるとおり，開発国と低開発国の間の格差は，1970年時点にお′  
－ 38 －   
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第1表1970年の基本的ニーズの地域別平均充足度および・1960年～1970年の10年間の前進  






カロリー消★  死亡者  敷  
カ臼リー   グラム    ％   年   人   人   人   人    ％  USドル   
開発国   3．180   98    100   70．8   21   14  147   410   99   1．3   2．740  
（十148）   （十8．4）  （＋2，0）   ト10）  （十13）  （十1）   （＋0．2   
中位国   2．980   89    61   63．9   65   41  113  159   83   0．7   800  
（十116）   （十5．7）  （＋3．7）   （－34）  l十18）  （十 8）   （＋0．1）   
低開発国   2．ユ70   56  33    48．8   ユ23   ユ57■     22   28  43    0．4   180  
（十 90）   （十0．6）  （＋5．1）   （－15）  （＋ 4）  （＋10）    （－0）   
1．北   米  3．320 106    100    70．6   20    8  157 536   ′ 99  1．7   4，620  
（＋206） （＋ユ3．5）  （十2．2）（－ 6）  （＋】6）  （＋1）    （十0．2）  
2．ラテンアメリ  2，670  70    56    61．6   89   142  75      48  75     0．8   610   
カ仲位開発）  （＋136）  （＋2．0）  （＋3．9）  （－40）  （＋1i）  （十8）     （＋0）  
3．ラテンアメリ  2，210  55   47     56．3  78   207  48   67   65   0．6    430   
カ（低開発）  （＋111）  （＋2．1）  ＋5．1）  （－21）  （＋ 7）  （＋10）    （＋0．1）   
4．ヨーロッパ、  3．200  95   100  150   293  
（高位開発）  （＋121）  （＋4．4）  ＋】．5）  （－9）  （＋14）  （＋ 0）    （＋0．1）   
63  121  
（中位開発）  （＋126〉  （＋7．3）  ＋4．0）  （－27）  （＋18）  （＋ 9）     （＋0．1〉  
6．ソ   連  3．280  101  69．5  274   871   100  1，790   
＋1．5）   
100■  0．8  
（＋120）  j  （十12●）  （＋4）  
21●  160  
仲央計画経済）  
9．日本   23  417  
（＋170）   正   （＋5）  （＋1）  
23  20   22   42     0．4    140   
（中，低開発）  （＋ 71）  ト0．8）  巳  ＋5．3）  （－ 5）  （＋ 4）  （＋10）     （－0）   
11．産 油 国・  2．210  60   30     43．9  143  14   29   30     0．4    270   
仲東アフリカ）  （十 35）  （十0．6）  正  十6．8）  ト49）  （＋ 3）  （十18）   
12．ノアフリカ   36●  
（乾腰地域）  （十172）  （十5．8）  ＋4．6）  （－11）  （＋ 4）  （＋14）     （十OI）   
13．熱帯アフリカ  6  
（十137）  十3．9）  （＋1）  （十16）  
14．南部アフリカ  50．3  760 
（－80）  
15．太洋・州   8  
（＋ 58）  （十15．7）  十1．1）  （－ 4）  （－10）  （十0●）     （＋0）   
注1 ＊印は，データ国数が僅小。   
2 （）内数字は，1960年から1970年の10年間の変化の絶対数。プラス記号は増加，  
マイナス記号は減少。例えば開発国平均では，この10年間，1人当りカロリー消費が  
148カロリー増加した，と読める。   
3 地域分頬は，出典原表参照。  
出典 G．Sheehans and M．Hopkins〔11〕，p．p．526～527．  
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もなう外的環境の悪化である。   
本節では，この2つの要因をとりあげていくことにしよう。  
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4）  
ったという，逆説的な結論をひき也している。   
エーデルマンは，同じ研究を廣材にした論文〔38〕の中で，途上国の成長  
5）  
と分配の関係を，次のように具体的に定式化している。   
第1に，1人当りの実質成長率が3．5％以下であった国では，貧困層（下位  
40％）の相対所得比率は低‾Fしている。現在の人口成長率のもとにおいては，  
この層の所得を引上げるためには，最低5．5％の実質成長率が必要である。   
第2に，経済成長率の高水準は，貧困層の所得向上の必要条件ではあるが，  
必ずしも十分条件ではなく，他の条件が補完される必要がある。   
第3に，社会経済構造が二重橋造的ではなく，かつ開発が∧的資源集約的  
卿各（l】uman－reSOurCe－intensivc strategy）に重点をおいている場合にのみ，  
貧困な階層の相対所得比率は上昇する。   
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第1図 経済成長と低所得層  
最下層40％  
所得成長率  
出典，Montek S．Ahluwalia，IncomeInequality：  
Some Dimensions of the Problem，   
in Chenery et．al．〔20〕p．14，Fig．1．  





ての分配率は改善する。しかし，同一成長率のもとで，バラつきがある。   
「経済成長と所得分配」という問題と係って，「経済成長と絶対的貧困層の  
















6）   
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第2衷 市場経済圏途上国における貧困層の推定  
（単位，百万人，％）  
1972年の状態  1963～72年の変化  
総人口  貧困層  極貧層  ■ 人 口  貧困層  極貧層  
百万人  百万人（％）  百万人（％）  百万人  百万人  百万人   
ア ジ  ア   1，196  8，53（71）  499（42）   195   92   34   
ア フリ カ   345  239（69）  134（39）   68   26   5   
ラテンアメリ物  274  118（43）  73（27）   62   4   









率を推計する。   
分析の対象の性格から考えて，推計が多少粗雑にをることは避けられをい。  
にも拘らず，2つの図は次のことを表わしている。   
第2図によれば，1人当り GNPの水準（1977年）と国内の絶対的貧困層  
の比率（同年）との間には，明確を逆相関の関係がある。計算はしていない  
が，図からみて，相関係数は高いと予想される。   





7）恐らく・l・Kravis et・al・，A SystemoF 加ernationaL Co叩arisons of Gros   
Product and Purchasing Power，Johns Hopkins Press．1975を指すのではをいか   
と思われる。  





100％   
0  50   
注1）国中の数字は，同一点を占める国が，その数だけあることを示す。   
2）国中の曲線は，筆者の手書きのトレンド線であって，厳密なものではか－。   
3）「絶対的貧困」層の推計については，本文の注3を参照。   
4）「絶対的貧困」屑の比率が75％に達している9ケ国のうち，8ケ国に   
ついては，その比率は，実は75％を超えている。  
出典，OEC工），DeveLopmenlCo－OPeration，1979Review，AJlneXⅣより作成。  
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第1～3図，第2表などを総合して，次のように結論できる。確かに1人  






B．石油危機のインパクト   
60年代の成長至上主義的開発政策が上記のようを矛盾を内包していたとす  
れば，その矛盾を一挙に爆発させたものが，1973年に起った「石油危機」で  
あった。   
さしあたって，石油危機のインパクトとして，次の3点に注目する必要が  
ある。   
第1は，大石油消費国である先進国を中心に，世界経済全体の成長速度が  
落ちたこと，   
第2は，途上国の中に，主要石油輸出国，中進工業国，最貧途上国という  
3つの階層分化（分極化）が進んだこと。   
第3に，途上国における対外債務の累積問題が無視しえをくをったこと。   
まず，第3表によって，1970年に掲げられた「第2次国連開発の10年」の、  




そうではない。目標値をやや下廻る程度である。（例えば，実質GDP 成長  
率は，目標値6％に対して，実績値5．2％など）。しかし，この途上国全体の  
平均化は，むしろ誤解を与えるもとになる。表にもあるとおり，途上国内部  
－ 47 －   
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第3表 第2次国連開発の10年，目標と実績  
目標   実  績   
7  
1．実質GDP成長率  
6％  （同上）4％  
（18， 2．1人当り実質GDP成長率  
3．工業生産増加率  8％   
農業生産増加率  4％  
4．輸出数量増加率  7％強  
輸入数量増加率  7％弱  
5．国内貯蓄の対GNP比  20％  
（80年までに達成）  低所得国18％ （〃）   






格差（分極化）の大きさは，これだけからも明らかであろう。   
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くだけに終ることなど，極めて注目に値する指摘を，ここでおこなっている。   
つまり，・RIOグループの間では，基本的ニーズ戦略の意味が十分に理解さ  










ILO提出報告書′′E叩如me姉GγOW亡んα乃dβαβよc〃eedβ”に具体化   
された。合議は「原則宣言と行動計画」を採択し，開発のための基本的ニ   
ーズ戦略を定式化した。   
然るに，ILOの報告書′：Emp如me姉 Gγ0ん乙ん α乃d月αβgC〃eedβご月  
















A．アメリカ，対外援助の「新戦略」   
ある意味では，アメリカの援助政策における「基本的ニーズ戦略」の提起  
は，ILOのそれよりも早かった0アメリカは，60年代にケネディ時代の「対  





基本的ニーズ充足を重点目標とする，「開発授助の新路線New Direction」  
を導入した。  
1975年6月に，アメリカ国際間発庁（AID）が下院外交委員会に提出した  
報告書〔32〕は，まずAIDの基本姿勢を次のように表現している。   
AIDの開発援助戦略は，数年前と今日では異をっている。要点は，1973   
年対外援助法（FAA）の主旨に沿うことである。すをわち，   
一食糧・栄養，人口・健庸，教育・人的資源開発の3部門に授助を絞る   
ことによって，途上国が，人々の基本的ニーズを充足させる能力を拡大さ   
せることを支援する。   
岬計画が国内の貧困大衆に行き届くようにする。成長の恩恵が，少数者   
だけでなく全国民に均宿するように，受入れ国政府に要請する。  
／   
一女牲が開発活動で果す役割を強調する。   
－ スピードは遅くとも，貧困大衆が開発過程に横棒的に参加するような，   
計画を奨励する。   
ここにみられるとおり，1973年の対外援助法改正によって，アメリカの開  
発援助の理念は，60年代の経済成長主義から，明確に，貧困撲滅，基本ニー  
ズ充足へと転換した。   
第4表（a）は，アメリカの経済援助のうち，その約1／3 を占める，ArD主  
体の2国間開発援助を，機能別に内訳分類したものである。  
1973会計年度において，全体の26％に過ぎなかった食糧生産・栄養は，そ  
8）AID，J叩Jeme乃ねf加0／ミ〃ewβ汗ec亡加〝れ伽γeJ叩meれ孟 Aβ8ね加Ce，〔32〕   
p．2  
－ 51－   
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第4表 アメリカの経済援助   
（a）機能別開発援助1973～1975  
単位，100万ドル，％  
1973年度  1974年度   1975年度（推定）  
額  偶）  額・  偶）  額  偶）   
1．食糧生産・栄糞  225，4  26  274．4  35  410，3′  54   
2．人口計画・健康   154．1  18  181．6  23  166，0  22   
3．教育・人的資源  88．4  10  89．0  12  79，6  
4．特定の開発活動  229，2  26  119．7  15  60，0   8  
5．特産国，特定組織  177，8  20  113．7  15  38，6   5   
計   874、9  100  778．4  100  754，5  100   




1980年度（推定）   1981年度（推定）  
額  悌）  額  （％）  額  l％）   
1．食糧・栄餐   645．4  54．6  669．7  54．4  757，9  53．6   
2．人口，汁画   184＼9  15．6  195，5  15．9  225、2  15．9   
3．健   庸   136．9  11．6  141．0  11．5  162，7  11．5   
4．教育・人的資金  97，7  8．3  106，0  8．6  120，2  8．5   
5．そ の 他   117．4  9．9  118．8  9．7  148，2  10．5   
計   1182，3  100．0  1230．9  100．1  1414，2  100．0   




（selected development problems），特定国・特定組織（selected coun－  
tries and organizations）は，合計46％から13％へと半減している。   
煮b）は，今年の政府予算書の付録から該当個別と思われる箇所を抽出した  
ものであるが，開発援助規模そのものが拡大しただけで，内訳の構成比は，  
75年度（推定）とほとんど変化がをい。   
従って，対外授助法の改正によって，1973年から75年の間■に，2国間開発授  
肋の内容に著しい変化があったと推定されるのである。また，1977年10日に，開  




することを強調している。   
また，この報告書は，「人間としての基本的ニーズを充足し，衡平な成長を  




略がアメリカの利益でもあることを強調している。   
夢1は，基本的ニーズ戦略は，．食糧増産，人口政策に重点をおくから，食  
糧危機，人口爆発といった世界的を問題の解決に寄与する。   
第2に，雇用の促進は，所与の投資水準に対して，経済成長率を高める。   
第3に，貧困大衆の救済は，人道主義にマッチし，人権外交に寄与する。   
第4に，貧困大衆の経済的向上は，途上国の急進的政治変革を回避させ，  





れなければならないのである。   
この報告書で，もっとも興味深い点は，報告書が，基本的ニーズ戦略の2  
っの性格一大衆的貧困の追放という普遍的な目標と，アメリカの利害およ  




9）DCC，F。，eignAssisl。nCe Study，アジア経済研究所訳〔34〕，28～29ページ。  
10）DCC，Op．Cit．72～77ページ。  
－ 53 一   
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第1は，途上国の発展段階，貧困の状態に拘らず，アメリカにとって重要  
を，主要を途上国に，授助を集中する方法である。   
第2は，少数の世界的最重要課題一世界的を飢餓とか家族計画をふくむ  
保健衛生など一に集中して，国を問わず援助を実行する方法である。   
第3は，基本的ニーズの充足という点に力点をおいて，最も貧しい国に優  
先的に授助を集中する方法である。   















B．＝＿0世界＃用会議の貢献   
先に，アメリカの対外援助「新路線」は，ILO の「基本的ニーズ戦略」  
定式化よりも早かったかも知れをいと述べたが，しかし，このことは，「基本  
的ニーズ戦略」におけるILO の貢献を，いささかも傷つけるものではない。  




は，疑いもなく，ILO である。この点を，十分に確認しておきたい。   























11）Forward to Poverly and L，andlessnessin RuralAsia pp・V～vi・  
12）Francis Blanchard，Op．Cit．p・Vi  





成長の中の構造的な帰結であったということを，この一文は示唆している。   
ともあれ，1974－76年にかけて，ILO は，雇用だけでをく，農村開発，  
貧困の実態等々に関する会議を開催し，1976年の世界雇用会議の開催を招集  
するに至ったのである。   





伽e－W。Jd Pγ。占Jem”が提出され，また同時に「原則の宣言と行動計画Decl  
）   








（4）若年層の統合（integration）に努め，若年層に，生産的雇用，平等を   
機会，職業訓練の場を与える。  
13）をお，この「宣言」は，ILO〔2〕（second edition，1978），〔6〕にもappendix   
として再録されている。またこの「宣言」は，1976年12月21日の国連総会の場で支持さ   
れている（Resolution31／176）．  











ILO は，その本来の性格の故に，雇用状態の改善という課題を中心に  
途上国の開発問題を捉えるという特徴をもっている。それ故，ここでは，途  
上国における雇用の実態と，基本的ニーズ戦略における雇用問題の位置づけ  
について，やや詳しく検討をおこないたい。   
第5表は，ILO が推計した，1975年の途上国失業者・半失業者数および  
失業率である。途上国では統計資料が整備されていないから，表の数字も正  








あろう。ここに途上国に特有の，ミ貧困の中の半失業”がある。   
地域別では，予想されるとおりアフリカの状況が悪いが，アジア，ラテン  
アメリカの状況も，大きな相違がない点が注目される。   
しかし，注意されかナればならをいことは，このような失業・半失業の数  
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第5表 途上国における失業者，半央業者の推計（1975年）  
（単位，100万人，％）  
失 業 者1  半 失 業 者2  合  計  
総・計  都市部  総 計  都市部  総 計  都市部  
実数 ％  実数 ％  実数 ％  実数 ％  実数 ％  実額 ％   
アジア3   18 3．9  6 6．9  168 36．4  20 23．2  186 40．3  26 30．1   
アフリカ  10  7．1  3 10．8  53 37．9  7 25．1  63 45．0  10 35．9   
ラテンアメリカ  5  5．1  5  6．5  28 28．9  1■4 22．8  33 34．0  19 29．3   
オセアニ◆ア  1 49．0  1 49．0  
計   33 4．7  14 8．0  250 35．7  41 23．3  283 40．4  55 31．3   
注1．失業者（unemployment）とは，「仕事を探しているが，仕事についていない人」   
2．半失業者（underemploymeut）とは，「正常を時間以下の雇用をうけていて，その他の  
仕事を探しており，それを受け入れる人」および「不十分な所得の仕事についている人」   
3．中国その他の中央計画綻滴周は除く  
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なかった老など，さまぎまな央業者，しいて共通点を探しだせば，貧困な階  
層に集中するような失業者を多く輩出する結果になった。   
これが，第5表に現われた，経済成長主導型の開発戦略の帰結としての失  
業・半失業である。   
基本的ニーズ戦略における雇用の位置づけは，以上の歴史的教訓から出発  
する。その特徴は，次のように整理できるであろう。   
第1に，基本的ニーズ柳各においても，従来の発展卿各と同様に，経済成  
長の高水準を維持することを，目標にする。経済成長は労働需要の主要因の  




ければをらをい。   
第3に，貧困の追放を，政府による福祉政策．（公共事業による雇用捌又を  
どをふくむ）に頼らをい，ということも，この戦略の特徴である。現在の途  












－ 59 －   
222  
におかれていたウエイトを後者に引き戻す政策上の転換が，なされをければ  
ならをい。   
以＿＿＿Lの特徴のうちで，もっとも重要なポイントは「貧困追放型の生産的  
雇用poverty－Oriented productive employment」の具体的内容とその可能  







































の解決にも役立っている。   
従って，こうした非公式セクターを財政的・金融的に援助し，雇用の場を  
拡げることは，途上国の都市の発展（近代的空間とスラムとの二重構造の解  
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第6表ILOのアンケートに対する各国の基本的ニーズ戦略回答  
基 本 的 ニ  央定主体  
1．食料 2．衣料 3．住居 4．保建   
府（？）  ×  ×  ×  ×   
決′⊥∫  




政 ×  ×  ×   
ケ ×  ×  ×   
服  
府  ×  ×  ×  
雇I乱 輸送  
軌マンパワ  ×  ×  ×  
研究所  
符  ×  ×  ×   
符第4次計画  ×  ×  ×  
1977～1981）  
本ニーズ法  ×  ×  ×   
国   名  
5．教育 6．飲料水  
























C．世銀，世界開発戦略の再編成   
アメリカ政府が「対外援助法」の第1部を改正して，援助の新路線（New  
Direction）を打ち出した1973年に，世銀のマクナマラ総裁は，世銀のナイ  
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ロビ総会において，途上国における「絶対的貧困absolute poverty」の状況  
























14）以下に引用する，ウル・ハク，クリストファー セン，ユーデルマンの論文は，F加几Ceα乃d   
Developmenlに前後7臥 2年間にわたって特集された，TheWorTdBankandthe   
W。rld，s Po。reSt シリーズの中のものである。文献〔26〕参照。  
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する。しかもこの数は，今後も一層増加する傾向にある。   
とすれば，従来の経済成長主義的な発展戦略には，大きを欠陥があったと  























甲年腋  77年度   
A．インフラストラクチャ  54．5  30．3   
1．通信   3．6  2．0   
2．電力   29．7  13．5   
3．輸送   21．2  14．8   
B∴経済部門   19．6  55．2   
1．農業   7．7  32．7   
（うち，農村開発）   （20．6）   
2．工業   11．9  21．1   
3．観光  1．4   
C．社会部門   4．7  11．2   
1．教育   4．6  4．1   
2．人口対策  0．5   
3．都市間埼 2．2   
4．水供給   0．1  4．3   
5．栄養    0．2  D．その他（貸付予定を含  21．2 100．0    む）  癒     計   
出典，Mahbubu）Haq．〔26〕p．14．Table2．  






までもない。   
第7表にみられたように，農業および農村開発に対する世銀の重視には著  


















基礎作物中心に転換することも重要にをる。   
また，農業基盤整備としての，農村開発についていえば，第1に，貧農の  
保健医療，普通教育，栄養摂取があり，第2に，貧農に適した適正技術の開  
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第8表，世銀，IDAの農業，農村開発融資  
（単位，100USドル， ％）  
1969～73  1974  1975  1976  1977  1978  1974～78  
平  均  年度   年度  年債  年度  年度  総  額   
DA貸付総額   2，570  4，313  5，896  6，632  7，067・  8，411   
臣相聞発   500  956  1，858  1，628  2，308  3，270  10，020   
象相聞発   109  450  1，012  799  1，322  1，728  5，311   
い1旧聞中心農業   78  390  690  726  994  1，397  4，197   
ほ）多部門開発   31 60  322  73  328  331  1，114   
22  32  25  33  39   31  
47  54  49  57  53   53   
二DA貸付総額に 菜農相開発比率 農村開発貸付に 相聞発比率  20               21  
注1）拝聞中心農業計画とは，計画の成果が貧困な農民のものになるようを計画。   
2）多部門開発とは，多部門にわたっていて，農薬への純費用が全体の75％以下のもの。  








かれているからである。   
しかし，それでは，こうした貧農救済型の農村開発（poverty－Oriented  
ruraldevelopment）は，着実に成果を挙げているであろうか。世銀のスタ  
ッフは，その点をどう評価しているであろうか。   
昨年（1979年）書かれた，世銀スタッフ，M．ユーデルマンの論文〔26〕  
によると，次のようを問題点が指摘されている。  
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第1に，食糧の増産と農業の発展が途上国の均衡成長の基本条件であるこ  
と，小農の生産性の上昇が農村の成長と公正の両方に寄与することが，広く  
受け入れられるようになってきた。   
第2に，農村開発の最も重要を推進者は途上国政府であり，しかも，途上  
国政府が農村開発に熱心であったとしても，農民がそのチャンスを生かせる  
か否かは，天候，世界的・国内的農産物市場価格の変臥 その地政油状況の  
変化をど，外的条件に依るところが大きい。   
第3に，小農は土地が無く，あるいは十分所有せず，投資資金の制約を受  
けている。既存の土地所有者は農村の有力者であり，貧農の生産性向上には  




ることである。従って，長期の視野で，農村開発にと㌢）くまなければならない。   
世銀の支援する農業・農村開発は，急速に推進されているが，それでもま  
だ開始されたばかりであり，このようを貧農救済型の農村開発がどこまで成  
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D．OECD DAC援助の転換   
現在，世界最大の授肋主体であるOECDの開発授助委員会（DAC）加盟  
国の動向はどうか。最後にこの点に簡単にふれておきたい。   
DAC加盟国政府が一致して，「基本的ニーズ戦略」にもとデく開発政策を  
支持したのは，1977年10月である。この会議の声明文は短いものであるが，  
1）1976年のILO「世界雇用会議」で採択された，「原則宣言と行動計   
画」を全面的に支持する土と，   
2）今後の開発政策の重点は「基本的ニーズ」を充足するようを縫済成長  
におかれるべきこと，   
3）ただし，開発政策の主体はあくまでも途上国白身の政策であり，開発  
政策もそれぞれの国に即したものであるべきこと，   
4）技肋供与国と受人国の対話・協調を一層促進すべきであること，  
などを内容としている。   
OECDは，現在DACの年報ミDevelopmenlCo－OPeration”で，基本的  
ニーズ学研各の重要性を力説している。基本的ニーズ卿各の推進者がDACに  
をった観さえある。   
ところで，OECDのDAC加盟国の授助は，70年代において，2つの大  
きを変化を遂げた。第1は，政府間発揮助比率の低下であり，第2が，低所  








ー 68 －   
基本的ニーズ戦略の意義と展望（Ⅰ）231  


























国（Least Developed Countries）に向けられている0  




額  構  成  比 （％）  
10億－ドル               高所得国  中の上  中の下  低所得（うち最貧）  計   
DAC   13．5  10．6  12．1  20．0   57．3（16．2）  100   
OPEC   4．0   7．5   2、5  27．5   62．5（30．0）   100   
多角的援助   6，5   0．3   5．7  12．5   81．4（25．9）   100   
総  計   24．0   7．3   8．7  19．2   64．7（21．1）   100   
注1）中央計画線消個からの緩助は除外   
2）途上周の区分規準は以下のとおり  
a）高所矧軋1人当り GNP．2500ドル以上（1976年）  
b）中の上所f到軋， 同＿L l000・－2500ドル（同年）  
c）中の下所矧乱  同上400－1000ドル（同年）   
d・）低所矧軋    同l二，4400ドル以下（同年）  
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1977年低所周周向けの割合  
出典，第9衷に同じ。 p．112，ChartⅥ－1・  
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以上，概括的にではあれ，アメリカ，ILO，世銀，OECDのDACと，先進  
国，国際機関のサイドから，碁本的ニーズ戦略の形成と目標とを述べてきた。  
これを以下のように，要約することが出来よう。   
1．基本的ニーズ戦略は，1976年のILO「世界雇用会議」において正式に  
定式化されたものであるが，アメリカ，世銀などにおいても，既に1973年前  








とするものである。   
4．戦略のキイポイントは，都市と農村における「生産的雇用」であり，生  
産的雇用が実現されうる場は，（1膿相聞発と（2）都市の小規模企業，非公式セ  
クターである。   
そこで次に，開発途上国の側が，新国際経清秩序との対比で，基本的ニー  
ズ戦略をどうみているか，という問題に移ろ．う。  
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